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研 究 ノ ー ト

大企業には厳しい時代

日本の経済が低迷期に入って久しい。

日本ではモノが売れなくなっている。

人々の消費意欲が減退している。日本

の家庭には既に商品が行き渡り、今さ

ら買うものはないという状況にある。

一方、供給側にも需要を爆発的に引

き起こす新商品はないという。自動車

でも今後出てくる商品は自動車であ

り、燃料がガソリンから電気・水素へ

と変わったり、環境対策がなされたり

するだけである。テレビも薄くなった

りするが、やはりテレビである。結局、

新しい商品は出ず、飽和状態にある耐

久消費財の更新需要が主となる。これ

らの耐久消費財は大企業の得意とする

商品群であり、これからしばらく需要

を引っ張る大型の新商品を大企業は提
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供できそうにない。ということは、

大企業は更新需要でしのぐほかはな

い。生産管理による合理化、生産技術

の革新で苦境を耐えていくことになろ

う。大企業には当分の間厳しい経営環

境が続く。

H社は OBを含めて博士号取得者が

2,300人いる研究者集団である（7月

8 日付日経新聞）。しかしこれほどの

研究開発力を備えていてもヒット商品

がなかなか生れないという。ここには

大企業の壁が立ちはだかる。最近は優

れた社員に高い賃金で報いる環境をつ

くり、能力主義を徹底することでこの

壁を打破しようとしている。しかし大

企業では、高賃金で報いるとしても新

製品の開発に成功することにはならな

い。それは、大企業は縦型社会を形成

していて、下位の従業員が良いアイデ

ィアを持ち、商品化を提案しても、そ

の上位さらにその上位へと上げていく

うちにだれかひとりに反対されれば、

それでそのアイディアは日の目をみな

いこととなる。つまり、階層の中のだ

れかが反対すればそこから上には行か

ない構造となっている。中小企業では

社長が OK すればそれでよい。大企

業もこれではビジネスチャンスの芽を

つみとることとなることに気づき、社

内起業を募集し、並列的に審査して事

業化を試みることをやり始めた。しか

し大企業では、それなりの売り上げや

利益が期待できなければ事業化が困難

である。大手商社 N 社では企業買収

や資本参加の事業企画案を提出するこ

とを 45 歳以下 25 歳以上の社員に義

務付け、社長以下 8 人の委員会で採

否を決定するという（7月 21日付日経

新聞）。これは先述の大企業の垂直的意

思決定を並列化したものである。しか

しこの場合、売り上げ総利益が年間数

億円あることが条件となっているとい

う。大企業の限界を示すものである。

大企業は優秀な理工系出身者を多数

採用する。大企業は優秀な人材を囲い

込んでいるといっても過言でない。し

かもバブルの時代には大手金融機関も

理工系を採用した。その結果、中小企

業は欲しくても人材を採用できなかっ

た。大企業は集めた人材を十分に活用

できず、あげくの果てには合理化・リ

ストラの対象として途中で放出してし

まうケースすらある。このようにみる

と、大企業には知の収奪・知の埋没の

傾向が著しいと言えよう。

しかし最近では理工系学生も必ずし

も大企業に就職することにこだわらな

くなったという。不況のせいでもある
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が、生きがいや自分のやりたい仕事を

求めて中小企業に入る人材も増えてき

た。東大阪の町工場にもそのような人

材が入っている。また若い人の働くこ

とに対する考え方も変わりつつある。

社会経済生産性本部の調査では、働

きがいを感じる時は「仕事が面白いと

感じる時」28.2％、「仕事を達成した

時」22.2％であり、「賃金・福利厚生

施設、作業環境が良い時」「昇進する

時」等の待遇面で感じるのはそれぞれ

0.5 ％、1.3 ％と極めて少数である。

（平成 15年度新入社員（3,699人）の

「働くことの意識」調査結果）。このよ

うな傾向をみると、中小企業にも少し

は希望が見いだせるかもしれない。

中小企業と地域の活性化

地域の中で中小企業は地域経済に密

着し、地域の産業集積、商業集積の中

核をなすものであり、地域経済の活性

化の索引力となるべき存在である。こ

の中小企業が活性化しなければ地域の

活性化はない。とりわけ日本の製造業

の 99.5 ％は中小企業といわれるが、

この中小製造業の活性化を目指す必要

がある。

日本の各地域には多くのオンリーワ

ン企業がある。彼らは独自の研究開発

で新しい技術・商品を持っている。そ

こには大きな市場があるわけでなく、

ニッチな、いわゆるすきま市場である。

今後当分の間は大企業が狙う大きな市

場は出現しそうにないので、中小企業

はすきま市場で活躍できよう。

東大阪商工会議所が東大阪のトップ

シェア企業を対象に行った調査で、ト

ップシェア製品の技術に関して、「そ

れほど高度な技術でないが、他社には

容易にまねできない」46.4％、「高度

（独創的）な技術であるので他社にま

ねできない」25.0％、「まったくの標

準技術だが、他社は容易にまねできな

い」14.3％である。他社が（容易に）

まねできない技術でトップシェアを握

っているのが 85.7％である（中小企

業白書 2003 年版）。中小企業は他社

がまねできない技術でニッチ市場を目

指すところに活躍の場があり、この技

術開発に支援を惜しむべきでない。

多くの中小企業は従来型の商品を製

造するか、大企業の下請に甘んじ、大

企業の指示通りの部品の供給を行って

きた。現在、中国から安価な製品が輸

入され、また地域の大手企業はアセア

ン・中国へ工場を移転し、部品の納入

先が細っている中小企業が多数ある。
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しかし中には独自技術・独自製品を目

指す企業もある。この場合、独自の技

術・製品はイノベーションが生み出す

こととなる。イノベーションこそ、中

小企業を活性化させる素である。中小

企業白書 2003年版によると、新製品

開発に取り組んでいる企業は 1998年

から 2002 年において売上高成長率、

従業員数増加率ともに平均値に比べて

高いという。彼らをもう一度元気にす

るのはイノベーションによる新規製品

の開発である。

イノベーションが産業を強固なもの

とした例をイタリアのタイル産業にみ

ることができる。イタリアのタイル産

業はサッスオーロを中心とするエミリ

ア・ロマナ地方に集中している。この

地区の企業数があまりに多いため、各

企業は技術、デザイン、販売の面で有

利な立場に立とうとして製品や工程の

イノベーションを続けた。イタリアタ

イル産業は 1972 ～ 73 年、天然ガス

の経費節減と生産性向上のため高速単

回焼却法を完成した。次いで 1970年

代半ばにはタイル製造をバッチ工程か

ら連続工程に替える原料処理装置を開

発した。さらに 1976年デザイナー・

タイルを導入した。1980年代半ばに

は三回焼却法により、幅広い色数、複

雑な模様を出すことができるようにな

った。このようにイタリアのタイル産

業は他国の追随を許さないイノベーシ

ョンの連続により、セラミックタイル

の生産と輸出でずば抜けた世界一とな

っている。（M.E.ポーター『国の競争

優位』から要約）

産業クラスター創生に向けて

現在、政府は経済産業省が中心とな

り産業クラスター計画を、文部科学省

が中心となり知的クラスター創成計画

を、それぞれ推進している。いずれの

計画も日本の地域を活性化させるため

の切り札として地域にクラスターを育

成することにある。

経済産業省の推進している産業クラ

スター計画では、地域経済が長引く不

況や公共事業の削減、地方財政の悪化

等により疲弊していて、地域経済の再

生が喫緊の課題と認識している。その

ため、地域に世界に通用する新事業が

次々と展開される産業集積（産業クラ

スター）を形成することを目指すもの

である。今後成長が見込める分野は斬

新なアイデアに基づく新製品・新サー

ビス・新技術の開発が必要なハイリス

ク・ハイリターンの分野である。しか
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し地域の産業・企業が一社独力でリス

クの高い成長分野に進出することは難

しいため、産官学の広域なネットワー

クを形成し、支援策を効果的に投入し

ていくとしている。

現在、全国で 19のプロジェクトが

進行していて、ここには約 3,400社の

世界市場を目指す中堅・中小企業と約

180 の大学が結集している。この 19

のプロジェクトをみると、次の 2 つ

のタイプに分けられる。ひとつは、既

存の集積する中小企業を核に活性化を

図るプロジェクト［例：地域産業活性

化プロジェクト（首都圏西部地域

〈TAMA〉）、ものづくり元気企業支援

プロジェクト（近畿地域全域）等］で

あり、ひとつは新規産業によりクラス

ター創出を目指すプロジェクト［例：

バイオベンチャー育成（首都圏を中心

とした地域）、近畿バイオ関連産業プ

ロジェクト等］である。

産業クラスターの例としてカリフォ

ルニアのシリコンバレーが有名であ

る。ここには、半導体、情報通信、コ

ンピュータ、周辺機器、ソフトウェア

業等の ITハイテク産業やバイオテク

ノロジー産業が集積しており、ハイテ

ク産業における米国の競争力優位の源

泉となっている。

クラスター創生に成功したフィンラ

ンドは、スイスの世界経済フォーラム

（WEF）の国際競争力ランキングで、

現在の競争力および将来の競争力とも

に 2001年世界第 1位である（日本は

それぞれ 15位、21位）。調査項目の

中にクラスターに関連のあるものがあ

る。それは国内のクラスターの発展状

況第 1位（日本は 8位）、製品開発で

のサプライヤー、顧客、研究機関の協

力第 1位（同 4位）である。

IMD の世界競争力比較では 2002

年米国に次いでフィンランドは第 2

位（同 30位）である。この中の調査

項目で技術開発のための基盤第 1 位

（同 22位）、企業間の技術協力第 1位

（同 16 位）となっている。クラスタ

ーの発展およびその基礎となる製品開

発・技術開発は、その国の国際競争力

の源泉となっている。

シリコンバレーがいかにして形成さ

れていったかをまとめた『シリコンバ

レーの作り方』という本によると、産

業クラスターを創造するには、①大

学・研究所のような「知識の源泉」。

テクノロジーの中核となる科学技術の

発信基地があること。②資金と経営ノ

ウハウの源泉。ベンチャーキャピタル

やエンジェルなど、科学技術を使って
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実際に会社を起こす際に必要になる資

金と経営ノウハウが供給できること。

③地域プランナーと地域協力。上記 2

つの必要条件をその地域に根づかせる

ために努力する人。情熱をもって地域

づくりに当たるリーダー、あるいは地

域の企業間協力が得られること。以上

の 3点の必要条件を挙げている。（東

一眞『シリコンバレー』のつくり方）

以下、3つの必要条件をもとに、政府

の推進している産業クラスター計画を

検討してみることとする。

知識の源泉

シリコンバレーではスタンフォード

大学が知識の源泉となった。知識の源

泉は大学だけでなく、企業の研究所で

もその役割を担う。ゼロックス社の

「パロアルト研究所」、デジタルイクイ

ップメント社の「研究所」もシリコン

バレーでその役を果たした。大学で開

発された技術をもとに起業したり企業

からスピンアウトして新規に起業する

ことにより、次々と新しい企業が興り、

地域は発展していく。さらには同業他

社も新しい技術の恩恵を受け、その地

域の競争力は増していく。日本での産

業クラスター計画では大学や研究所を

知識の源泉に据えている。これまで大

学は地域からかけ離れた存在で、大学

で開発された技術が地域の企業に還元

されることは少なかった。これでは大

学が地域の知識の源泉となることはで

きない。

しかし大学の開発した技術がすぐに

企業の商品化に役立つかと言えば、そ

うでもない。主要 TLO9 機関の国内

特許出願件数に対する実施承諾件数の

割合は、2002年で 28.7％である（7

月 18 日付日経新聞）。全国レベルに

なるとさらに割合は少なくなるだろ

う。むしろ中小企業の活性化に大事な

ことは、中小企業が考えているイノベ

ーションを大学が一緒に考え、開発に

協力することである。

中小企業のイノベーションに大学が

かかわった例として、つま楊枝製造を

あげよう。

大阪府河内長野はつま楊枝生産業者

の集積地であった。生産量の 95％を

欧米など世界に輸出していたという。

しかし日本の人件費や原料の高騰によ

り、1980年後半から中国で生産する

ようになった。ところが、日本から持

ち込んだ機械や生産ノウハウをそっく

り模倣した中国企業がこの業界に参入

し、ほとんどの市場を奪われてしまっ
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たという。中国に進出したことがカギ

となる技術の流出を招き、中国企業に

市場を奪われるという、日本のさまざ

まな業種で起きた現象を、つま楊枝業

界は典型的な形で経験した。そこで河

内長野のある企業は生き残りをかけて

従来型のつま楊枝から三角つま楊枝に

切り変え、これを高速で製作可能な機

械を龍谷大学の先生たちと一緒に開発

することとし、2003年 3月この機械

が完成した。創設して間もない龍谷大

学は地元との交流、企業との連携に生

き残りを求めていた。大阪府は中小企

業支援予算と創造技術支援で 1,450万

円支援した。同社は三角楊枝から歯間

ブラシと歯科ケア用品で付加価値の高

い事業にシフト、成功している（後藤

康浩『強い工場』）。中小企業にとって

大学は敷居が高く、自分の困っている

ことを相談するような機会はほとんど

ない。このハードルを乗り越え、開発

された機械は中小企業の生き残り、活

性化に貢献すること大である。

このような意味から、産業クラスタ

ー計画では大学と中小企業の連携では

むしろ、大学側から中小企業に出向き、

イノベーションに貢献する「知の出前」

「知のご用聞き」に期待したい。ひい

てはこのような大学の活動が地域を活

性化させることとなる。

資金と経営ノウハウ

『シリコンバレーの作り方』で述べ

られている必要条件「賃金と経営ノウ

ハウ」は、新規に起業されたスタート

アップ企業に対して資金を提供し、企

業の経営をコンサルティングするベン

チャーキャピタルを言っている。「ベ

ンチャーキャピタルは投資収益率を予

想して収益率が高くなりそうな企業を

選んで投資するだけの『投資会社』で

はない。収益率を上げるために経営に

まで参画するコンサルティング業」

（前揚『シリコンバレ－の作り方』）で

ある。コンサルティング業はクライア

ントであるスタートアップ企業から遠

く離れてはうまくいかない。常に密着

して、経営に関与する必要がある。従

って、「資金と経営ノウハウ」はクラ

スター創生の地域に存在しなければな

らない。ベンチャー企業に資金と経営

ノウハウを提供する機能がその地域に

あることが条件となる。しかしこの条

件は、米国型の次から次へとベンチャ

ー企業が生れ、そのうちのいくつかが

大きく育てられ、株式新規公開に結び

つく起業風土があればうまく作用する
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こととなる。米国の産業クラスターの

形成はベンチャー企業が生まれ育つこ

とにより生成している。

日本の産業クラスター計画でも、平

成 14 年度から平成 16 年度までの 3

年間で大学発のベンチャー 1000社創

出を可能とする環境整備を行い、新規

開業数を今後 5年間で年間 36万社と

倍増する目標を立てている。しかしこ

の目標を達成するため、地域に密着し

たベンチャーキャピタルによる育成で

はなく、政府の計画では国民金融公庫

による無担保融資、中小企業総合事業

団等の VCへの出資、診断士・専門家

によるアドバイザー、コーディネータ

ー業務による支援が主である。また、

各地にインキュベーション施設が地方

自治体等によりつくられているが、新

規起業を助けることを目的としている

ものの、経営ノウハウをもって育成す

る機能がなく、単なる部屋貸しになり、

箱物行政となっている。一方フィンラ

ンドでは徹底したソフト面でのサービ

スを重視している。「人口 500万人強

の国に 69のインキュベーション施設

があり、（2000年時点）そこへの入居

インセンティブはインキュベーショ

ン・マネージャーのコーディネイトで

ある。つまり、大学との連携、政府の

補助金獲得の支援や、経営に関する助

言といったソフト面でもサービスを受

けやすい点にある」（山 朗編『クラ

スター戦略』）。

新規産業の創出も重要であるが、現

時点ではむしろ既存の中小企業の活性

化を通じ、地域の活性化を図るべきで

ある。日本の各地域には地場産業を形

成する産業集積が存在する。疲弊した

地域の産業を再生させる方が地域の産

業特性を無視して新しい産業を起こす

よりもより確かな地域活性化の道であ

る。先に政府の 19のプロジェクトを 2

つのタイプに分類したが、そのうちの

前者に力を入れるべきである。

地域プランナーと地域協力

第 3 の条件は地域プランナーと地

域協力である。『シリコンバレーの作

り方』では地域プランナーとして、ス

タンフォード大学副学長であったフレ

デリック・ターマンをあげる。彼はま

ず当時の就職難の時、学生に自ら起業

することを勧めた。その期待にこたえ

る学生もいた。また彼はスタンフォー

ド・リサーチ・パークをつくり、ハイ

テク企業だけを誘致した。1年後にノ

ーベル賞を受賞するウィリアム・
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B・ショックレーを熱心にくどき、帰

郷させた。彼はショックレー研究所を

つくり、全国から若い優秀な人材を集

めた。この研究所からスピンアウトし

た人材が起業していった。このように

シリコンバレーを多数のハイテク企業

の集積地にする努力を熱心に行った。

IT 産業が集積しているオースティ

ンでは、テキサス大学のコズメツスキ

ー教授が地域プランナーとして有名

だ。彼はまず連邦政府の大型研究コン

ソーシアムを誘致した。これによりオ

ースティンを全国的に有名にし、全米

から優秀な技術者が移り住むようにな

る。教授はまたオースティン・テクノ

ロジー・インキュベーター（ATI）を

つくり、情報系を中心としたハイテク

起業家に対し、技術、経営、マーケテ

ィングなど総合的なビジネス支援プロ

グラムを提供した。（前掲『クラスタ

ー戦略』）ターマンもゴズメツスキー

も地元への貢献を第 1 に考え、その

ための方策を実行し、優秀な人材を集

めた。このような地域プランナーがい

なければクラスターの形成は無理であ

る。地域協力とは、新技術や新市場が

立ち上げる際に不可欠な企業間の連携

である。企業間の連携が効果的に働く

には地理的な近さが必要である。

政府の産業クラスター計画では、タ

ーマンやコズメツスキーがつくったリ

サーチパークやインキュベーション施

設の建設は経済産業局や各自治体の主

導で実施している。しかし彼らのやっ

たことでより重要なことは、多くの優

秀な研究者を引き寄せる開発拠点を誘

致したことである。結果的にこの開発

拠点から多くの研究者が起業し、産業

クラスターを形成していった。

ある大手電機メーカーの研究開発部

長によると、その会社が研究開発拠点

を設立する動機の第 1 は、ある分野

の研究をリードする指導的立場の研究

者のいる場所（例えばプリストン大学

近く）であることという。ということ

は、世界の一流の研究者をかかえた地

域には世界中の有力企業が、その人を

頼り、研究開発拠点を構えることにな

る。国内の研究者が集まるだけでなく、

国境を越えて研究者・企業が集まって

くる。産業クラスターの形成には地元

のために情熱をもって有力研究機関・

研究者を集める地域プランナーが必要

である。これを各地の経済産業局や自

治体に期待するのは無理である。北九

州市は早稲田大学の誘致に成功した

が、ここに世界中から研究者を集める

戦略を練る必要があろう。福岡県のシ
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ステム LSI クラスター（知的クラス

ター創成計画）では、独立研究機関を

設立し、世界中から研究者を集めて

20名ほど雇用する計画を持っている。

これは自治体がターマンのやり方を模

倣している例といえるが、うまくいく

かどうか、今後の展開を見守りたい。

クラスターの発展のために

以上が 3 つの必要条件であるが、

産業クラスターが競争力を維持する上

で重要と考えられる 2 点を付け加え

ておきたい。

産業クラスターが競争力を持ち続け

るためには、内外との連携も必要であ

る。クラスターの持つ独自のリソース、

必要とするリソース等を明らかにして

イノベーションを志向していくべきで

あろう。仮に国内に必要とするリソー

スがない場合、海外に求めることとな

る。しかし産業クラスター計画を推進

する各経済産業局には、海外との連携

を求めることに消極的であったり、リ

ソース等の情報の公開を躊躇するとこ

ろが多い。加えて役所主導の産業クラ

スター組織づくりには単に組織化を目

標としたところもある。必要なのは地

元の活性化のために情熱を持って働

き、この人に頼めば何とかしてくれる

というキーパーソンである。このよう

な人を見つけ出して組織に据えると、

必ずうまく回転するようになるだろう。

産業クラスターが発展するには距離

的な近さが条件である。必要なとき、

さほど時間をかけずに会うことがで

き、直接話すことで互いに触発される

関係が重要である。情報技術の発達で

距離は克服されるとの見方もあろう

が、限界もある。「距離的な『近さ』

のなかで起こるフェイス・トゥ・フエ

イスの知的交流あるいは情的な交流

は、どれほどの大容量の光ファイバー

を使っても伝達不可能な音声と映像以

外に『相手の体から発する熱意』や

『部屋に満ちた緊張感』あるいは『何

となく気まずい雰囲気』やさらには匂

いや、温度も伝えることが出来る」

（前揚『シリコンバレーのつくり方』）。

産業クラスター計画はこの距離的な

近さを考慮せず、広域なプロジェクト

を設定しているところがいくつかある。

このような計画では、企業同士が互い

に触発しあい、イノベーションを志向

する競争力のある産業クラスターの形

成には無理があろう。距離的な近さと

地域産業の実情に合ったクラスター計

画に組み直した方がよいと考える。




